
土地区画整理事業施行地区内における建築行為等の許可に関する要綱 
 

（許可の申請） 
 
第 1 条 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。以下「法」という。）第７６ 

条第１項の規定により土地の形質の変更、建築物その他の工作物の新築、改築若しくは

増築又は移動の容易でない物件の設置若しくはたい積（以下「建築行為等」と いう。）

の許可を受けようとする者は、土地区画整理事業施行地区内建築行為等許 可申請書

（様式第１。以下「申請書」という。）に、別表に掲げる図書を添付して 市長に提出

しなければならない。 

２ 申請書の提出部数は３部とする。 
 

（標識の設置） 
 

第２条 法第７６条第１項の市長の許可を受けた者は、土地区画整理法第７６条第１ 

項許可標識（様式第２）を、当該行為地の見やすい場所に設置しておかなければならな

い。 

（書類の経由） 
 

第３条 第１条の規定により市長に提出する申請書は、当該土地区画整理事業の施行 

者（以下「施行者」という。）を経由しなければならない。この場合において、申 請

書を受理した施行者は、当該申請に係る建築行為等が当該土地区画整理事業に及 ぼす

障害等について調査し、意見書（様式第３）を添えて市長に送付するものとす る。 

（事務処理の経緯等） 
 

第４条 申請書が施行者に提出されて、申請者に許可書等が交付されるまでの事務処 

理の経緯は、別添事務処理表による。 

２ 許可事務の処理期間は、特殊な事例を除いて原則として７日以内とする。 
 

（施行者における事務処理） 
 

第５条 施行者は、申請内容について直接利害を有すると共に第３条に規定する意見 

書を提出する必要があるため、次の事項に留意して事務処理を行うこと。 



(１)申請書は記載事項の正誤及び添付図面の有無を確認の上、受理すること。 
 

(２)申請書の受理にあたり、記載事項以外の確認は必要ではなく、また申請に対する行政処

分の権限は何ら有しないこと。ただし、事前の助言及び指導をすること についてはこの

限りではない。 

(３)施行者の処理期間は、申請者の権利の保護の観点から、原則として７日以内とすること。 

（許可の基準） 
 

第６条  許可の基準は、原則として次のとおりとする。 

(１)仮換地が指定されている場合 

ア 許可することを原則とする。 
 

イ 許可には原則として条件を付けないものとする。 

(２)仮換地が指定されていない場合 

次に該当する場合には原則として許可するものとし、必要に応じて条件を付け る

ことができる。 

ア 施行者の意見が事業施行に対して障害のない旨のものであること。 
 

イ 事業計画に適合し、計画施設及び換地設計に支障がないものであること。 
 

（許可の条件） 
 

第７条 許可に対してつける条件は、許可の効果を制限するものであるため、必要最 小限

の範囲内とし、条件を付けた場合にはその履行確保に留意すること。 

（審査上の留意事項） 
 

第８条 この許可は、申請のあった建築行為等が事業施行に対して障害となるおそれ 

の有無について判断すれば足りる性質のものであり、その建築行為者が土地の使用 に

ついての権限を有するかどうかの判断まで必要としない。また申請書の記載事項 以外

の申請者に係る資金、家族構成等については調査しないこと。 

２  借地に建築行為等を行う申請について、土地所有者の土地使用承諾書等は原則と し

て必要としない。 



（建築行為等の許可） 
 

第９条 第１条第１項の申請の許可をしたときは、土地区画整理事業施行地区内の建 築

行為等について（許可）（様式第４）を申請者に交付するものとする。 

（取下げ届、中止届及び変更申請書） 
 

第１０条 許可又は不許可の通知をする前に、申請者が建築行為等の変更により申請 

を取下げる場合の届出は、取下げ届（様式第５）によるものとし、施行者を経由し な

ければならない。 

２  許可の通知後に、許可行為を取下げる場合の届出は、中止届（様式第６）による も

のとし、施行者を経由しなければならない。 

３  許可の通知後に、建築行為等の変更がある場合の申請は、変更申請書（様式第７） に、

変更に関する図書を添付して市長に提出しなければならない。添付図書は変更 前及

び変更後を対照させたものとする。この場合において、第２条から第８条まで の規

定を準用する。 

４ 取下げ届及び中止届の提出部数は２部、変更申請書の提出部数は３部とする。 
 

（建築行為等の変更の許可） 
 

第１１条 第１０条第３項の申請の許可をしたときは、土地区画整理事業施行地区内 

の建築行為等の変更について（許可）（様式第８）を申請者に交付するものとする。 

（開発許可及び建築確認との関係） 
 

第１２条 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条に基づく開発許可申請 

及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項に基づく建築確認申請 を

必要とする行為については、次のとおりとする。 

(１) 仮換地が指定されている場合にあっては、申請書及び変更申請書が市長におい て受理され

た後に申請をすること。 

(２) 前号(１)以外の場合にあっては、第９条及び第１１条の規定による許可があった 後に申請を

すること。 



（書類の保存） 
 

第１３条 この許可に関する書類の保存期間は、５年とする。 
 

 
 
 

附 則 

 この要綱は、平成 ８年４月１日から施行する。 

附 則 
 

この要綱は、平成 12 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 17 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の土地区画整理事業施行地区内における建築 

行為等の許可に関する要綱の規定に基づいて調製されている用紙類は、改正後 

の土地区画整理事業施行地区内における建築行為等の許可に関する要綱の規 

定にかかわらず、当分の間、そのまま又は所要の修正をして使用することがあ 

る。 

 



 
 
 

土地区画整理事業施行地区内建築行為等許可申請書 
 

 

年 月 日 
 

 

（宛先）春日井市長 
 
 
 

住 所 
 

 

氏 名  

名称及び 

代表者氏名 電話 局 番 
 
 
 

次のとおり建築行為等を許可してください。 
 

行 為 の 場 所 
 

行 為 地 の 面 積 平方メートル 

 
行 為 の 種 類 

建築物 新築 

の 改築 ・ 
土地の形質 

・ 
移動の容易 

の 
設 置 

工作物 増築 
変 更 でない物件 たい積 

許可を受けようと 
す る 行 為 の 概 要 構造 

建築物等 ㎡ 
用途 

面 積 ｍ 
工 事 着 手 
予 定 年 月 日 

 

年 月 日 
工 事 完 了 
予 定 年 月 日 

 

年 月 日 

 

書
 類

 経
 
由
 欄

 

 
施行者 

 
市 

 

様式第１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）添付図書として付近見取図、仮換地ブロック図、配置図、平面図、縦横断面図、 排

水経路図、立面図、擁壁等構造図を添付すること。 
 

 

連 絡 先 

（TEL） 



様式第２ 
 
 

 

土 地 区 画 整 理 法 第 76 条 第 1 項 許 可 標 識 

 

許 可 年 月 日 番 号 
 

年 月 日 第 
 

号 

許 可 を 受 け た 者 の 氏 名 

（名称及び代表者氏名） 

 

工 事 施 行 者 の 氏 名 

（名称及び代表者氏名） 

 

 

工 事 施 行 期 間 
 

年 月 日 か ら 年 月 
 

日 ま で 



様式第３ 

 
 

意 見 書 

 

申請者の住所および氏名 
 

 

(名称および代表者氏名) 

 

 

行 為 の 場 所 の 所 有 者 の 

住 所 お よ び 氏 名 

(名称および代表者氏名) 

 

 
 
 
事業計画との関係の適否 

都市計画道路 区 画 道 路 公 園 緑 地 そ の 他 の 公 共 施 設 

    

 

申 請 者 お よ び 添 付 図 と 

現 地 の 照 合 調 査 の 意 見 

 

 
 
 

参 考 

事 項 

 
仮 換 地 指 定 等 

 

 
用 途 地 域 等 

 
用途地域 容積率 建ぺい率 

 
事 業 施 行 の 障 害 の 有 無 

 

 

許 可 条 件 等 に 

つ い て の 希 望 

 

 
年 月 日付の申請についての意見は、上記のとおりです。 

年  月 日 

 
 

 
施行者 

代表者 



２ 

様式第４ 
 
 

第 号 

年 月 日 
 

 

様 
 
 
 
 
 

春 日 井 市 長 印 
 
 

 
土 地 区 画 整 理 事 業 施 行 地 区 内 の 建 築 行 為 等 に つ い て ( 許 可 ) 

 
 

 
年 月 日付けで申請のありました 土地区画整理 

事業施行地区内の建築行為等は、土地区画整理法第７６条第１項の規定に基づき、 

（下記の条件を附して）許可します。 

記 
 

 

条 件 
 
 
 
 
 

１ 建築行為等の行為地の見やすい所に次の様式のような許可標識を設置しておくこと。 
 
 

 

土 地 区 画 整 理 法 第 76 条 第 1 項 許 可 標 識 

０
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上

 

 

許 可 年 月 日 番 号 
 

年 
 

月 日 
 

第 
 

号 

許 可 を 受 け た 者 の 氏 名 

（名称及び代表者氏名） 

 

工 事 施 行 者 の 氏 名 

（名称及び代表者氏名） 

 

 

工 事 施 行 期 間 
 

年 
 

月 
 

日 か ら 年 
 

月 
 

日 ま で 

 

30 セ ン チ メ ー ト ル 以 上 
 



２  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、春日井市長に対して審査請求をすることができ ます。 

３  この処分については、前記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内に、春日井市を被告として（訴訟において 春日井

市を代表する者は春日井市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起 すること

ができます。なお、前記の審査請求をした場合には、処分の取消しの 訴えは、そ

の審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に提起することができます。 

４  ただし、前記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、 そ

の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場 合

は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。なお、正当な理由があるときは、前記の期間やこの処分（審査請求をし

た場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す

ることが認められる場合があります。 



様式第５ 

連 絡 先 
（TEL） 

 

 

 
 

 
 
 

土地区画整理事業施行地区内建築行為等申請取下げ届 
 

 

年 月 日 
 

 

（宛先）春日井市長 
 
 
 

住 所 
 

 

氏 名  

名称及び 

代表者氏名 電話 局 番 
 
 
 

年 月 日付けの土地区画整理事業の施行地区内における建築行為等 の

申請を取下げます。 

書
 
類
 経

 
由
 欄

 

 
施行者 

 
市 



連 絡 先 
（TEL） 

様式第６  

 

 
 

 
 
 

土地区画整理事業施行地区内建築行為等許可中止届 

 

年 月 日 

 

（宛先）春日井市長 

 
住 所 

 

氏 名  

名称及び 

代表者氏名 電話 局 番 

 
年 月 日付けで申請しました土地区画整理事業の施行地区内におけ 

る建築行為等を中止します。 

書
 
類
 経

 
由
 欄

 

 
施行者 

 
市 



様式第７  

 

 
 

 
 
 

土地区画整理事業施行地区内建築行為等許可変更申請書 
 

 

年 月 日 
 

 

（宛先）春日井市長 
 
 
 

住 所 
 

 

氏 名  

名称及び 

代表者氏名 電話 局 番 
 

 

次のとおり建築行為等を変更します。 
 

当初の申請年月日 
 

年 月 日 

許 可 年 月 日 
及 び 番 号 

 

年 月 日 第 号 

 
変 更 内 容 

建築物 新築 

の 改築 ・ 
土地の形質 

・ 
移動の容易 

の 
設 置 

工作物 増築 
変 更 でない物件 たい積 

変 更 許 可 を 
受 け よ う と 

す る 行 為 の 概 要 

 

構造 
建築物等 ㎡ 

用途 
面 積 ｍ 

変 更 部 分 に 係 る 
工  事  着 手 

予 定 年  月 日 

 
年 月 日 

変 更 部 分 に 係 る 
工  事  完 了 

予 定 年  月 日 

 
年 月 日 

 

書
 類

 経
 
由
 欄

 

 
施行者 

 
市 

（注）添付図書は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 
 

 

連 絡 先（TEL） 



 

 

 

様式第８ 
 
 

第 号 

年 月 日 
 

 

様 
 
 
 
 
 

春 日 井 市 長 印 
 
 

 
土 地 区 画 整 理 事 業 施 行 地 区 内 の 建 築 行 為 等 の 変 更 に つ い て ( 許 可 ) 

 
 

 
年 月 日付けで変更申請のありました 土地区画 整理事業施行地区内の建

築行為等は、土地区画整理法第７６条第１項の規定に基づき、変更を許可します。 
 
 

 
条 件 

 
 
 
 
 

１  建築行為等の行為地の見やすい所に次の様式のような許可標識を設置しておく こ

と。 
 
 

 

土 地 区 画 整 理 法 第 ７ ６ 条 第 １ 項 許 可 標 識 

20
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上

 

 

許 可 年 月 日 番 号 
 

年 
 

月 日 
 

第 
 

号 

許 可 を 受 け た 者 の 氏 名 

（名称及び代表者氏名） 

 

工 事 施 行 者 の 氏 名 

（名称及び代表者氏名） 

 

 

工 事 施 行 期 間 
 

年 
 

月 
 

日 か ら 年 
 

月 
 

日 ま で 

 

30 セ ン チ メ ー ト ル 以 上 
 



 

 

２  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、春日井市長に対して審査請求をすることができます。 

３  この処分については、前記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内に、春日井市を被告として（訴訟において春日井市

を代表する者は春日井市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することがで

きます。なお、前記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査

請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起

することができます。 

４  ただし、前記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、そ

の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合

は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。なお、正当な理由があるときは、前記の期間やこの処分（審査請求をし

た場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す

ることが認められる場合があります。 



 

 

 

 

別表 
 

 
行為の種類 図面の種類 縮 尺 明 示 す べ き 事 項 

 
 
 
 
 
 
 
建築物その他の 

 

附 
 

近 
 

見 
 

取 
 

図 
 方位、施行箇所、道路その他の交通機関、目標となる土地・建物 

（駅、停車場、公共建築物、河川湖沼等） 

 

立 
 

面 
 

図 
５０分の１から６００分の１ 

の範囲 

 

隣地の建築物等との離隔 

 

 

配 

 

 

置 

 

 

図 

 
５０分の１から６００分の 
１の範囲 

方位、地名、地番、敷地の境界線、敷地内の申請に係る建築行為 

工作物の新築、 等及び既存の建物等の位置、敷地に接する道路の位置及び幅員、 

改築又は増築 排水経路及び材料 

 

平 
 

面 
 

図 
５０分の１から６００分の１ 

の範囲 

 

方位、各階の間取、各室の用途及び壁の位置 

仮 換 地 ブ ロ ッ ク 図  
２００分の１から１０００ 
分の１の範囲 

 

 

方位、所在地、地番、敷地の面積、境界線の距離、現況地目 （仮換地未指定地区 

を除く） 
 

 
 
 

土地の形質変更 

 

附 
 

近 
 

見 
 

取 
 

図 
 方位、施行箇所、道路その他の交通機関、目標となる土地・建物 

（駅、停車場、公共建築物、河川湖沼等） 

 

配 
 

置 
 

図 
５０分の１から６００分の１ 

の範囲 

方位、所在地、地番、敷地の境界線、敷地内の申請に係る建築行為 

等及び既存の建物等の位置、敷地に接する道路の位置及び幅員 又は移動の容易 

でない物件の設  

縦 
 

横 
 

断 
 

面 
 

図 
５０分の１から６００分の１ 

の範囲 

土地の形質変更の場合には、変更前後の形態及び性質、移動の 

容易でない物件の設置若しくはたい積の場合には、物件の名称 置若しくはたい 

積 仮 換 地 ブ ロ ッ ク 図  
２００分の１から１０００ 
分の１の範囲 

 

 

方位、所在地、地番、敷地の面積、境界線の距離、現況地目 （仮換地未指定地区 

を除く） 



 

 

事務処理表 
 
 

 
番号

1 

 
番号

2 

 
申請者住所 1 

 
申請者住所 2 

 
申請者 1 

 
申請者 2 

 
行為の場所 

 
仮換地番 

 
組合名 

行為の種類  
行為地の面積 

 

建築物等 
工事年月日 （受理）年月日  

処分年月日 
 
処分 

条件また 
は不許 
可条件 

建築物 工作物 土地の形 
質変更 

移動の容易 
でない物件 

着手予定日 完成予定日 施行者 市 

構造 建築面積等 用途 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 

                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   
                                   

 


